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運 用 報 告 書（全体版） 
第40期＜決算日2024年９月25日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 
信 託 期 間 2004年６月１日から無期限です。 

運 用 方 針 

わが国の物価連動国債に投資を行い、長期的に、
物価の動きに追随する投資成果を目指して運用を
行います。 
物価の上昇から “ファンドの実質的な資産価値” を
守ることを目指します。 

主要投資対象 

ＭＨＡＭ物価連動 
国 債 フ ァ ン ド 

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファ
ンド受益証券を主要投資対象とし
ます。 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 
連 動 国 債 
マザーファンド 

わが国の物価連動国債を主要投資
対象とします。 

運 用 方 法 
物価連動国債を中心とする組入公社債の平均残存
期間は、７年±３年程度とすることを基本としま
す。 

組 入 制 限 

ＭＨＡＭ物価連動 
国 債 フ ァ ン ド 外貨建資産への投資は行いません｡ 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 
連 動 国 債 
マザーファンド 

外貨建資産への投資は行いません｡ 

分 配 方 針 

毎期、原則として経費控除後の繰越分を含めた配
当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の
全額を分配対象額の範囲とし、分配金額は、利息
収入相当分を中心とし、委託会社が基準価額の水
準、市況動向等を勘案して決定します。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 

コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 
愛称：未来予想 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 

 
さて、「ＭＨＡＭ物価連動国債ファン

ド」は、2024年９月25日に第40期の
決算を行いました。ここに、運用経過等
をご報告申し上げます。 

 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

 

東京都千代田区丸の内1-8-2 
https://www.am-one.co.jp/ 

 
ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 
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ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 
 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 税 込 み 

分 配 金 
期 中 
騰 落 率  期 中 

騰 落 率 
 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

36期（2022年９月26日） 11,502 0 1.7 10,808.13 1.9 98.5 － 24,258 
37期（2023年３月27日） 11,611 0 0.9 11,045.88 2.2 98.5 － 28,778 
38期（2023年９月25日） 11,827 0 1.9 11,150.82 1.0 98.2 － 26,173 
39期（2024年３月25日） 11,908 0 0.7 11,278.01 1.1 98.0 － 28,607 
40期（2024年９月25日） 11,929 0 0.2 11,452.91  1.6 98.5 － 29,535 

（注１）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注３） 参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）』から算出した物価連動国債の適用指数について設

定日の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は
2010年基準に、2016年９月10日以降は2015年基準に、2021年９月10日以降は2020年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施
しています（以下同じ）。 

（注４）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2024年 ３ 月25日 11,908 － 11,278.01 － 98.0 － 

３ 月末 11,920 0.1 11,278.01 0.0 98.5 － 
４ 月末 11,916 0.1 11,285.12 0.1 98.5 － 
５ 月末 11,884 △0.2 11,310.13 0.3 98.9 － 
６ 月末 11,911 0.0 11,339.49 0.5 98.8 － 
７ 月末 11,911 0.0 11,380.94 0.9 98.5 － 
８ 月末 12,015 0.9 11,415.17 1.2 99.1 － 

（期 末）       
2024年 ９ 月25日 11,929 0.2 11,452.91 1.6 98.5 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2024年３月26日から2024年９月25日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。 
 
基準価額の主な変動要因 
「ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド」受益証券（以下「マザーファンド」といいます）への投資を

通じて､主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、当ファンドでは期待インフレ率※の低下
がマイナスに影響したものの、全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）の上昇がプラスに寄与
し、物価連動国債の価格が概ね上昇したことから、基準価額は上昇しました。 

（※） 期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年国債との利回り格差（物価連動国債が償還までにどれだけの物価上昇（年率）を織り
込んでいるかを示す値） 
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投資環境 
 

当期間の物価連動国債市場は、ＮＯＭＵＲＡ物
価連動国債インデックスでみると、0.29％上昇
しました。 

期待インフレ率の低下がマイナス要因となりま
したが、全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総
合指数）の上昇がプラス寄与した結果、物価連動
国債の価格は概ね上昇しました。この間、物価連
動国債とほぼ同残存の固定利付国債（10年国債）
利回りは銘柄ごとにまちまちの動きとなり、概ね
中立要因となりました。 

 

 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 

前期の運用報告書に記載した運用の基本方針に基づき、マザーファンドの組入比率は期を通して高位
を維持しました｡ 
 
●ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 

物価連動国債を高位に組入れた運用を継続しました。当期間の投資行動としては、ファンドの残高増
減に伴う物価連動国債の購入および売却と、保有銘柄の入替売買を行いました。また、物価連動国債以
外の公社債は組入れませんでした。 
 

 

 
（注１） ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックス（ＮＯＭＵＲＡ Ｊ－Ｔ

ＩＰＳ Ｉｎｄｅｘ）とは日本国が発行した物価連動国債のみを
対象とする投資収益指数です。 

（注２） ＮＯＭＵＲＡ物価連動国債インデックスの知的財産権その他一
切の権利は野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティ
ング株式会社に帰属します。なお、野村フィデューシャリー・
リサーチ＆コンサルティング株式会社は、同指数の正確性、完
全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運
用成果等に関して一切責任を負いません。 
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〔組入上位銘柄〕 
2024年３月25日現在 

順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ ２４回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2029/03/10 23.3% 
２ ２６回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2031/03/10 20.7% 
３ ２３回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2028/03/10 20.3% 
４ ２８回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2033/03/10 11.7% 
５ ２２回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2027/03/10 11.3% 

 
2024年９月25日現在 

順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ ２４回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2029/03/10 22.8% 
２ ２６回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2031/03/10 19.2% 
３ ２８回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2033/03/10 14.9% 
４ ２３回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2028/03/10 14.7% 
５ ２２回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2027/03/10 10.4% 

（注）比率は、ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
 
ベンチマークとの差異について 

当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの基
準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
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分配金 
当期の収益分配金は、基準価額の水準、市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきまし

た。なお、収益分配に充てなかった収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
当期 

2024年３月26日 
～2024年９月25日 

当期分配金（税引前） －円 
対基準価額比率 －％ 

 当期の収益 －円 
 当期の収益以外 －円 
翌期繰越分配対象額 1,929円 

（注１） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨
てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金 
(税引前）」の額が一致しない場合があります。 

（注２） 当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引前)｣ 
の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五入して
います。 

（注３） ｢当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控
除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充
当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立
金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 

 

 
今後の運用方針 
●当ファンド 

当ファンドの運用方針に従い、マザーファンドの組入比率を高位に維持します。 
 
●ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 

物価連動国債市場は、中長期的には底堅く推移する展開を想定します。 
日銀は経済物価が見通し通り推移すれば政策金利の引き上げを行うとしているものの、そのペースは

緩やかになることも表明しており、長期金利の上昇は緩やかになると見込まれます。企業による販売価
格引き上げの動きが続き、政府による経済対策に伴う財政支出などを背景に、引き続き物価が堅調に推
移することが見込まれ、物価連動国債市場を支えるものと見ています。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第40期 

項目の概要 （2024年３月26日 
～2024年９月25日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 26円 0.222％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は11,942円です。 

（投信会社） （ 10） （0.086） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 14） （0.116） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 2） （0.019） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）その他費用 0 0.001 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（監査費用） （ 0） （0.001） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 

合計 27 0.222  
（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、その他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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（参考情報） 
◆総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当た
り）を乗じた数で除した総経費率（年率）は0.44％です。 
 
 

 
（注１）１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
（注２）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 
（注３）各比率は、年率換算した値です。 
（注４）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2024年３月26日から2024年９月25日まで） 
 

 設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 1,357,919 1,930,000 661,465 940,000 
 
■利害関係人との取引状況等（2024年３月26日から2024年９月25日まで） 
 【ＭＨＡＭ物価連動国債ファンドにおける利害関係人との取引状況等】 

期中の利害関係人との取引等はありません。 
 
【ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 

期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 
      

買付額等 
Ａ 

う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 4,124 2,071 50.2 3,162 1,120 35.4 

 
平均保有割合 98.1％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 

 
■組入資産の明細 
 親投資信託残高 

 期首（前期末） 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 19,953,565 20,650,019 29,306,508 

 
■投資信託財産の構成 2024年９月25日現在 
 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 29,306,508 98.6 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 427,376 1.4 
投 資 信 託 財 産 総 額 29,733,884 100.0 

（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2024年９月25日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 29,733,884,469円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 427,376,088 
Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 物 価 連 動 国 債 
マ ザ ー フ ァ ン ド(評価額) 29,306,508,381 

（B） 負 債 198,534,186 
未 払 解 約 金 134,511,214 
未 払 信 託 報 酬 63,817,519 
そ の 他 未 払 費 用 205,453 

（C） 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 29,535,350,283 
元 本 24,759,259,830 
次 期 繰 越 損 益 金 4,776,090,453 

（D） 受 益 権 総 口 数 24,759,259,830口 
１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,929円 

 
（注）期首における元本額は24,024,507,344円、当期中における追

加 設 定 元 本 額 は 4,081,027,753 円 、 同 解 約 元 本 額 は
3,346,275,267円です。 

■損益の状況 
 

当期 自2024年３月26日 至2024年９月25日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 177,973円 
受 取 利 息 177,973 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 99,598,531 
売 買 益 108,975,441 
売 買 損 △9,376,910 

（C） 信 託 報 酬 等 △64,022,972 
（D） 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 35,753,532 
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 653,134,976 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 4,087,201,945 

(配 当 等 相 当 額) (3,363,702,081) 
(売 買 損 益 相 当 額) (723,499,864) 

（G） 合 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 4,776,090,453 
次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 4,776,090,453 

追 加 信 託 差 損 益 金 4,087,201,945 
(配 当 等 相 当 額) (3,363,829,075) 
(売 買 損 益 相 当 額) (723,372,870) 
分 配 準 備 積 立 金 688,888,508 

 
（注１） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項       目 当   期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 3,172,352円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 32,581,180 
(ｃ) 収 益 調 整 金 4,087,201,945 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 653,134,976 
(ｅ) 当 期 分 配 対 象 額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 4,776,090,453 
(ｆ) １ 万 口 当 た り 当 期 分 配 対 象 額 1,929.01 
(ｇ) 分 配 金 0 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0 

 
 
■分配金のお知らせ 
 

当期の収益分配金は、基準価額の水準、市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきました。 
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ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンド 
運用報告書 

第21期（決算日 2024年９月25日） 
（計算期間 2023年９月26日～2024年９月25日）  

ＭＨＡＭ物価連動国債マザーファンドの第21期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2004年３月３日から無期限とします。 

運 用 方 針 
主としてわが国の物価連動国債に投資を行い、将来のインフレリスクをヘッ
ジし、実質的な資産価値の保全を図りつつ、安定した収益の確保と信託財産
の中・長期的な成長を目指します。 

主 要 投 資 対 象 わが国の物価連動国債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 

 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率  期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
17期（2020年９月25日） 12,626 △3.4 10,478.64 0.0 98.7 － 20,282 
18期（2021年９月27日） 12,977 2.8 10,506.87 0.3 98.8 － 18,054 
19期（2022年９月26日） 13,567 4.5 10,749.01 2.3 99.7 － 24,553 
20期（2023年９月25日） 14,010 3.3 11,089.82 3.2 99.0 － 26,534 
21期（2024年９月25日） 14,192 1.3 11,390.26 2.7 99.3 － 29,873 

（注１）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） 参考指数（単位未満は四捨五入）は『全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）』から算出した物価連動国債の適用指数について設

定日の前営業日を10,000とし、当社が指数化したもので、2006年９月10日以降については2005年基準に、2011年９月10日以降は
2010年基準に、2016年９月10日以降は2015年基準に、2021年９月10日以降は2020年基準の同指数に基づき連続するよう調整を実施
しています（以下同じ）。 

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 参 考 指 数 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2023年 ９ 月25日 14,010 － 11,089.82 － 99.0 － 

９ 月末 14,001 △0.1 11,095.41 0.1 99.0 － 
10月末 14,027 0.1 11,132.31 0.4 99.4 － 
11月末 14,195 1.3 11,142.53 0.5 99.6 － 
12月末 14,138 0.9 11,187.76 0.9 99.2 － 

2024年 １ 月末 14,173 1.2 11,216.32 1.1 98.9 － 
２ 月末 14,158 1.1 11,216.32 1.1 99.4 － 
３ 月末 14,153 1.0 11,216.32 1.1 99.4 － 
４ 月末 14,153 1.0 11,223.39 1.2 99.3 － 
５ 月末 14,120 0.8 11,248.27 1.4 99.3 － 
６ 月末 14,156 1.0 11,277.47 1.7 99.4 － 
７ 月末 14,161 1.1 11,318.68 2.1 99.5 － 
８ 月末 14,290 2.0 11,352.73 2.4 99.4 － 

（期 末）       
2024年 ９ 月25日 14,192 1.3 11,390.26 2.7 99.3 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2023年９月26日から2024年９月25日まで） 
 
   

 
    

 
基準価額の推移 

当ファンドの基準価額は１万口あたり14,192円となり、前期末の同14,010円から1.30％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 

主としてわが国の物価連動国債に投資を行った結果、期待インフレ率※の低下がマイナス要因になっ
たものの、全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）の上昇により、物価連動国債の価格が上昇
したことから、当ファンドの基準価額は上昇しました。 
（※）期待インフレ率＝物価連動国債とほぼ同残存年数の10年国債との利回り格差（物価連動国債が償還までにどれだけの物価上昇（年率）を織り

込んでいるかを示す値） 
 
投資環境 
  当期間の物価連動国債市場は、ＮＯＭＵＲＡ物

価連動国債インデックスでみると、0.88％上昇し
ました。 

期待インフレ率の低下がマイナスに影響したも
のの、全国消費者物価指数（生鮮食品を除く総合
指数）がプラス寄与した結果、物価連動国債の価
格は上昇しました。この間、物価連動国債とほぼ
同残存の固定利付国債（10年国債）利回りは銘柄
ごとにまちまちの動きとなり、概ね中立要因とな
りました。 
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ポートフォリオについて 
物価連動国債を高位に組入れた運用を継続しました。当期間の投資行動としては、ファンドの残高増

減に伴う物価連動国債の購入および売却と、保有銘柄の入替売買を行いました。また、物価連動国債以
外の公社債は組入れませんでした。 
 
〔組入上位銘柄〕 

期首 
順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ ２４回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2029/03/10 25.0% 
２ ２３回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2028/03/10 21.9% 
３ ２６回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2031/03/10 18.7% 
４ ２２回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2027/03/10 12.2% 
５ ２１回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2026/03/10 11.9% 

 
期末 

順位 銘柄名 利率 償還日 比率 
１ ２４回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2029/03/10 22.8% 
２ ２６回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2031/03/10 19.2% 
３ ２８回 物価連動国債（１０年） 0.005% 2033/03/10 14.9% 
４ ２３回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2028/03/10 14.7% 
５ ２２回 物価連動国債（１０年） 0.100% 2027/03/10 10.4% 

（注）比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

 
今後の運用方針 

物価連動国債市場は、中長期的には底堅く推移する展開を想定します。 
日銀は経済物価が見通し通り推移すれば政策金利の引き上げを行うとしているものの、そのペースは

緩やかになることも表明しており、長期金利の上昇は緩やかになると見込まれます。企業による販売価
格引き上げの動きが続き、政府による経済対策に伴う財政支出などを背景に、引き続き物価が堅調に推
移することが見込まれ、物価連動国債市場を支えるものと見ています。 
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■１万口当たりの費用明細  計算期間中に発生した費用はありません。 
 
■売買及び取引の状況（2023年９月26日から2024年９月25日まで） 
 公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 国 債 証 券 
千円 千円 

9,058,858 5,997,687 
 （－） 

（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
■利害関係人との取引状況等（2023年９月26日から2024年９月25日まで） 
 

期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  
う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

う ち 利 害 関 係 人 
と の 取 引 状 況 Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 9,058 2,287 25.3 5,997 1,120 18.7 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 

（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
国 債 証 券 26,387,000 29,669,127 99.3 － 48.3 47.9 3.1 

合 計 26,387,000 29,669,127 99.3 － 48.3 47.9 3.1 
（注）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 

（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 当 期 末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 

（国債証券） ％ 千円 千円  
２１回 物価連動国債（１０年） 0.1000 829,000 931,632 2026/03/10 
２２回 物価連動国債（１０年） 0.1000 2,724,000 3,115,360 2027/03/10 
２３回 物価連動国債（１０年） 0.1000 3,854,000 4,387,335 2028/03/10 
２４回 物価連動国債（１０年） 0.1000 5,988,000 6,798,945 2029/03/10 
２６回 物価連動国債（１０年） 0.0050 4,972,000 5,743,561 2031/03/10 
２７回 物価連動国債（１０年） 0.0050 1,400,000 1,590,604 2032/03/10 
２８回 物価連動国債（１０年） 0.0050 4,100,000 4,442,798 2033/03/10 
２９回 物価連動国債（１０年） 0.0050 2,520,000 2,658,889 2034/03/10 

合   計 － 26,387,000 29,669,127 － 
 



 
100_3170953712411.doc 

― 16 ― 

■投資信託財産の構成 2024年９月25日現在 
 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
公 社 債 29,669,127 99.3 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 204,593 0.7 
投 資 信 託 財 産 総 額 29,873,721 100.0 

 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 

 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2024年９月25日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 29,873,721,040円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 203,962,958 

公 社 債（評価額） 29,669,127,042 

未 収 利 息 628,082 

前 払 費 用 2,958 

（B） 負 債 － 

（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 29,873,721,040 

元 本 21,049,581,846 

次 期 繰 越 損 益 金 8,824,139,194 

（D） 受 益 権 総 口 数 21,049,581,846口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 14,192円 

 
（注１）期首元本額 18,939,846,787円 

追加設定元本額 3,254,349,265円 
一部解約元本額 1,144,614,206円 

（注２）期末における元本の内訳 
日本３資産ファンド 安定コース 230,926,562円 
日本３資産ファンド 成長コース 129,098,189円 
日本３資産ファンド（年１回決算型） 8,220,406円 
ＭＨＡＭ物価連動国債ファンド 20,650,019,998円 
ＭＨＡＭ物価連動国債ファンドＶＡ［適格機関投資家専用］ 31,316,691円 
期末元本合計 21,049,581,846円 

■損益の状況 
 

当期 自2023年９月26日 至2024年９月25日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 18,011,085円 
受 取 利 息 18,028,505 
支 払 利 息 △17,420 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 325,880,113 
売 買 益 328,405,639 
売 買 損 △2,525,526 

（C） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） 343,891,198 
（D） 前 期 繰 越 損 益 金 7,594,948,055 
（E） 解 約 差 損 益 金 △476,200,794 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 1,361,500,735 
（G） 合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 8,824,139,194 

次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 8,824,139,194 
 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 
 


